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2023 年 4 月 28 日 

九州カネライト株式会社 

 

コミュニケーションがカネカの原点 
カネカグループは「カガクでネガイをカナエル会社」の言葉通り、 

これまで多様な事業を通じて、世の中のネガイをカナエルことに

取り組んできました。 

その過程において大切にしているのが、皆さまとのコミュニケー

ションです。 

皆さまとの話し合いや交流を通じて、ネガイが何なのか、どのよ

うなニーズをもっているのかを汲み取り、新たな価値提供へとつ

なげていきます。 

認証番号 0001637 

環境経営レポート 
(2022 年 4 月～2023 年３月) 
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私たちを取り巻く環境は、新型コロナウイルスの感染防止による不自由さに加え、

他国の地政学的緊張で大きく様変わりしました。 原燃料の価格高騰によって事業基

盤を揺るがしかねかい状況は今も続いており、製造過程での省エネルギーは製造の必

須課題となっています。 また、異常気象によって全世界で生命と財産を脅かす事態

が生じているのも、TV 報道等で日常茶飯事のように情報発信されています。 

地球上で起きている様々なネガティブ事象に対し、健康で安全な生活を実現するた

めに持続可能な取り組みが求められ、地球上に存在する一員として、また一企業とし

て、SDGs の考えに賛同し、高い意識をもって活動することが責務と感じています。 

当社では、クリーンで快適な生活環境と健康で安心した居住空間を提供すべく、住

宅用断熱建材を製造しています。 環境にやさしい高付加価値素材であって、エコで

快適な居住空間の提供と合わせ、CO2 排出量削減に寄与していきます。  

 

当社は「地球環境の保護」と「安心・安全で健康な社会づくり」に拘り、使命感を

持って取り組んでいくこととし、生産性向上によるエネルギー消費削減と環境安全面

の安心レベル確保を最重要課題と心得え、継続的に取り組みます。 

 「地球環境の保護」の具体策としては、断熱材製造に用いる電力や燃料の消費を究

極まで減らすための製造条件適正化を図り、また「安心・安全で健康な社会づくり」

においては、製造プロセスでの事故防止はもとより、環境への悪影響要因を徹底的に

排除していきます。 

 当社はカネカグループの一員として、世の中に存在する様々な課題の解決に貢献す

る使命を担っています。 早いスピードで変化し続ける現実を迅速にキャッチしなが

ら、遅れること無く課題解決にチェレンジし続ける会社でありたいと考えます。 

九州カネライト株式会社は事業の基本方針に基づき、断熱材「カネライトフォーム」

の製造メーカーとして、安心・安全で安定したモノづくりと積極的な社会貢献を合言葉

に今後の成長を目指します。 
 
 

２０２３年４月 

代表取締役 社長 

伊藤 雅一 
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■押出法による発泡ポリスチレンボード（ＸＰＳ）で、主に建築物の断熱材・土木かさ
上げ材・畳の芯材等として使用される 

■軽量かつ優れた断熱性で、断熱性能とコストのバランスが良い 

■発泡剤にフロンやハロゲン系ガスを使用せず、熱可塑性樹脂の特性を生かし容易にリ
サイクルが可能 

■地球環境にやさしい材料を使用 

■ＪＩＳ A ９５１１規格（発泡プラスチック保温材)・ＪＩＳ A ９５２１(建築用断熱
材)に適合したＪＩＳ製品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－カネライトフォームとは－ 
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事 業 概 要 

 ◆設立     1997 年 4 月 2 日（平成 9 年） 

 ◆操業     1997 年 10 月 

 ◆所在地    福岡県筑後市大字上北島 1055 番地 

 ◆資本金    1 億円（株式会社カネカ 100%出資グループ会社） 

 ◆事業内容  押出法ポリスチレンフォーム保温材製造 

（商品名：カネライトフォームⓇ） 

        ※カネライトフォームの製造委託 

 ◆取引先   株式会社カネカ 
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１．会社概要 

（１）会社名及び代表者名 

     九州カネライト株式会社  代表取締役社長  伊藤 雅一 

（２）所在地 

     〒833-0033 

     福岡県筑後市大字上北島１０５５番地 

（３）環境保全関係の責任者及び担当者連絡先 

     責任者 管理部業務課長     丸山 義秋 

     事務局 管理部業務課長     丸山 義秋 

     連絡先 ＴＥＬ 0942-54-1992  ＦＡＸ 0942-54-1005 

（４）事業の内容 

     押出法ポリスチレンフォームの製造 

（５）事業の規模 

項 目 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年 

売上高（百万円） 百万円 １，１４１ １，０９４ １，４７５ 

従業員数 人 ２７ ２５ ２４ 

工場延べ面積 ㎡ １９，５００ １９，５００ １９，５００ 

                          ※２０２２年度は派遣社員 1 名含む 

（６）対象範囲 

     ①認証・登録の業務（全活動が対象） 

      押出法ポリスチレンフォームの製造 

     ②認証・登録の範囲（全組織が対象） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

社長 

環境管理責任者 

エコアクション 21 委員会 

製造部 管理部 

製造課 技術課 業務課 管理課 
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２．環境経営方針 

《 基本理念 》 

 地球温暖化は気候変動に大きく影響を及ぼし、世界各国で大規模な被害を発生させ

ています。 日本に於いても大型台風や豪雨によって各地で甚大な被害が生じている

のも事実です。 九州カネライト株式会社は、「環境・エネルギー分野」「健康分野」

のエネルギー削減に重要な役割を果たす断熱材の製造会社として、CO２排出量削減に

大いに貢献しています。 

 一方で、製造過程に於ける環境負荷削減も企業の責任であり、社会貢献という意味

での重要性を認識しています。 従業員一丸となって、継続的に環境保全活動に取り

組みます。 

《 基本方針 》 

 １．省エネルギーへの取組み 

    事業活動に必要な電力・重油・その他すべてのエネルギーを効率的に使用
し、消費エネルギーの削減を図り、CO2 排出量削減に努めます。 

 ２．廃棄物排出量の抑制およびリサイクルの推進 

    事業活動で発生する廃棄物は、分別回収によるリサイクルへの展開と廃棄物
発生総量の削減により、環境負荷軽減に結び付けます。 

 ３．水資源の使用量削減 

    生産活動に必要な業務用の水および従業員の活動に必要な生活用水の効果的
な使用を図り、水の総使用量を削減します。 

 ４．化学物質の使用量削減 

    事業活動に必要な化学物質は有害・有毒性のものを避け、効率的な使用方法
で環境汚染防止に努めます。 

 ５．グリーン購入の推進 

    事業活動で購入するものは出来るだけ環境負荷の少ないものを選択し、社会

の環境負荷軽減に貢献します。 

 ６．自らが生産する製品に関する環境配慮 

    断熱材の生産にあたっては、一部リサイクル原料を使用するなど出来るだけ

環境に配慮した原材料を選択し環境負荷軽減に貢献します。 

 ７．環境関連法規の遵守 

    該当する環境関連法規を遵守し、環境保全に努めます。 

 ８．環境コミュニケーションの推進 

    環境活動レポートを公表するなど、特に地域住民の皆様との環境コミュニケ

ーションに積極的に取り組みます。 

 

 

2020 年 6 月 18 日 改定 

九州カネライト株式会社 

代表取締役社長     

伊藤 雅一 
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３．前年度環境経営実績と環境経営目標 

（１）２０２２年度環境経営目標 

 
 

 

項   目 2021 年度実績 2022 年度目標 対前年比 

１．製品出来高当り二酸化炭素排出

量（kg/トン） 

 ＊電力の二酸化炭素排出係数 

 

598.4 

 

0.480 

526.6 

 

0.480 

生産量減を考

慮した数量よ

り 1.0％減 

２．製品出来高当り産業廃棄物排出

量（kg/トン）  

 

0.179 

 

0.157 

 

生産量減を考

慮した数量よ

り 1.0％減 

３．製品出来高当り水使用量 

（m3/トン） 

 

5.22 4.59 生産量減を考

慮した数量よ

り 1.0％減 

４．化学物質量の削減 

           

 

― 

 

化学物質の適正

な管理 

― 

５．グリーン購入 

 

 

― グリーン購入対

象品の購入 

― 

６．当社が生産する製品に関する環

境配慮 

 

リサイクル原料

の使用 

リサイクル原料

の使用 

― 

７．環境関連法規の遵守 

 

 

 

法令遵守及び遵

守状況確認・評

価 

法令遵守及び遵

守状況確認・評

価 

― 

８．環境コミュニケーションの推進 

 

 

 

 

 

環境経営レポー

ト作成・公表 

行政区との情報

交換会 

（２回/年） 

環境経営レポー

ト作成・公表 

行政区との情報

交換会 

（２回/年） 

― 

９．環境リスクアセスメントの推進 

 

 

環境リスクの抽

出 

環境リスクの対

策実施計画作成 

― 
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（２）中期目標 

２０２２年度以降３ヵ年の目標は以下の通りである。 

項  目 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

1.製品１ｔ当たり二酸

化炭素排出量の削減 

（kg/トン） 

＊二酸化炭素排出係数 

 

・電力原単位削減 

・重油原単位削減 

 

 

生産量や設備投資を

加味した前年実績比

１％減 

526.6 

0.392 

生産量や設備投資を

加味した前年実績比

１％減  

生産量や設備投資を

加味した前年実績比

１％減 

521.3 

      0.392 

生産量や設備投資を

加味した前年実績比

１％減 

生産量や設備投資を

加味した前年実績比

１％減 

516.1 

0.392 

生産量や設備投資を

加味した前年実績比

１％減 

2.製品１ｔ当たり産業

廃棄物排出量の削減 

（kg/トン） 

 

生産量や設備投資を

加味した前年実績比

１％減 

0.157 

生産量や設備投資を

加味した前年実績比

１％減 

0.155 

      

生産量や設備投資を

加味した前年実績比

１％減 

0.154 

      

3.製品１ｔ当り水使用

量の削減（m3/トン） 

 

 

 

生産量や設備投資を

加味した前年実績比

１％減 

4.59 

生産量や設備投資を

加味した前年実績比

１％減 

4.54 

生産量や設備投資を

加味した前年実績比

１％減 

4.50 

4.化学物質使用量の削

減  

化学物質の適正な管

理 

化学物質の適正な管

理 

化学物質の適正な管

理 

5.グリーン購入 

 

 

グリーン購入対象品

の購入 

グリーン購入対象品

の購入 

グリーン購入対象品

の購入 

6.当社が生産する製品

に関する環境配慮  

リサイクル原料の使

用 

リサイクル原料の使

用 

リサイクル原料の使

用 

7.環境関連法規の遵守 

 

 

法令遵守及び遵守状

況確認・評価 

法令遵守及び遵守状

況確認・評価 

法令遵守及び遵守状

況確認・評価 

8.環境コミュニケーシ

ョンの推進 

 

 

 

・環境経営レポート作

成・公表 

・行政区との情報交 

 換会（2 回/年） 

・環境経営レポート作

成・公表 

・行政区との情報交 

換会（2 回/年） 

・環境経営レポート作

成・公表 

・行政区との情報交 

 換会（2 回/年） 

9.環境リスクアセスメ

ントの推進 

 

 

 

・環境リスクアセスメ

ント活動を通じ環

境リスクを低減さ

せる 

・環境リスクアセスメ

ント活動を通じ環

境リスクを低減さ

せる 

・環境リスクアセスメ

ント活動を通じ環

境リスクを低減さ

せる 

※購入電力の二酸化炭素排出係数は 2021 年度の九州電力㈱の 

調整後排出係数 0.392kg-CO2/kWh を使用した 
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４．環境経営計画 

No 項 目 2022 年度の目標 環境経営計画（具体的実施内容） 

1 製品１t 当り二酸化

炭素の排出量削減 

前年実績から生産量減を

加味した数値より１％削

減 

 

電力原単位前年実績から

生産量減を加味した数値

より１％削減 

 

重油原単位前年実績から

生産量減を加味した数値

より１％削減  

①工程管理強化による電力・原単位の削

減 

②蒸気ライン整備強化による蒸気漏れ

削減で重油原単位削減 

③エアコン設定見直しによる電力原単

位削減 

④キュービクル更新による電力原単位

削減 

 

  

2 製品１t 当り産業廃

棄物の排出量削減 

前年実績から生産量減を

加味した数値より 1％削

減 

①工程管理強化による飛散粉を減らし

排出量を削減 

②押出・再生工程で発生する樹脂塊の再

利用を行い削減する。 

 

 

3 製品１t 当り水使用

量の削減 

前年実績から生産量減を

加味した数値より 1％削

減 

①設備管理強化で水漏れを削減し、原単

位削減 

➁ポスター掲示等で従業員への節水意

識を高め使用量を削減する。 

  
4 化学物質使用量の

削減 

化学物質の適正な管理 ①毎月末の棚卸による使用量の管理 

（PRTR 対象物質）  
5 グリーン購入 グリーン購入の推進 ①グリーン購入対象品を購入する。  

6 当社が生産する製

品に関する環境配

慮  

リサイクル原料の使用 ①リサイクル原料を調達し、使用する。 

  

7 環境関連法規の遵

守 

法令遵守及び遵守状況確

認・評価 

①関係法令自主点検表に基づき、定期点

検実施 

②必要な環境関連測定を継続実施する。  
8 環境コミュニケー

ションの推進 

外部コミュニケーション

を継続実施する。 

関係行政部署との情報交

換を実施する。 

 

①環境経営レポート作成・公表 

②行政区との情報交換 

（２回/年） 

9 環境リスクアセス

メント実施 

環境リスクアセスメント

活動を通じ、環境リスク

を低減させる。 

 

①環境リスク対策実施計画を作成 

②排水異常リスクについて優先的に検

討する。 

③対策が容易なものは、タイムリーに改

善を行う 
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５．環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の取組内容 

 （１）２０２２年度環境経営計画の取組結果とその評価 

環境経営目標 実績 判定 達成結果の評価 

１.製品１ｔ当りの

二酸化炭素排出量

前年実績から生産

量減を加味した数

値より 1.0％削減 

 

・二酸化炭素排出量

対目標値比  

8.7％増加 

＊CO2 排出係数    

0.480(2020 年度) 

・電力原単位 

 13.5％増加 

・重油原単位 

 14.7％増加 

× ① 省エネベルトを採用し電力原単位を工

場させた。 

② サーモカメラを導入し、蒸気漏れやド

レントラップ不良を早期発見改善した 

③ 夏場のエアコン設置見直しは熱中症対

策で見送り 

④ 2 月定修にてキュービクルを更新した。 

⑤ 原単位に生産量が加味され、目標値が

厳しくなり過ぎていた。 

２.製品１ｔ当りの

産業廃棄物排出量

前年実績から生産

量減を加味した数

値より 1.0％削減 

・産業廃棄物排出量

対目標値比 

1.4％削減 

 

○ ①冷却機分解整備回数削減により、分解整

備で発生する廃樹脂発生量を削減した。 

②押出機整備や再生工程トラブルで発生

する樹脂魂を粉砕し、原料として再利用

した。又、廃樹脂を選別することにより

原料として再利用し産廃樹脂発生を抑制

した。 

３.製品１ｔ当りの

水使用量から生産

量減を加味した数

値より 1.0％削減 

・水使用量対見直し

目 標 値 比

22.3％増加 

 

× ① 猛暑と気温上昇によりガスタンク冷却

に必要な散水の水量及び時間が増加

し、原単位悪化となった。 

② クーリングタワーの水濃縮センサー故

障により、一時期地下水の垂れ流しと

なり、原単位悪化となった 

③ 原単位に生産量が加味され、目標値が

厳しくなり過ぎていた。 

４.化学物質の適正

な管理 

①毎月使用量の棚

卸を実施した 

○ ①使用量を適正に管理した。 

５.グリーン購入の

推進 

①事務用品２品目

を追加した。 

○ ①対象品を購入した。 

６.リサイクル原料

を調達し使用 

①リサイクル原料

を調達し使用 

○ ①リサイクル原料を調達し、使用した。 

７.法令遵守及び遵

守状況 

確認･評価 

①自主点検表に基

づき点検を実施 

②必要な環境関連

測定の実施 

○ ①関連法令自主点検表に基づき、定期点検

を実施した。 

②必要な環境関連測定を実施した。 

８.内部コミュニケ

ーションを継続

実施する。 

・関係行政部署と情

報交換を実施する 

①環境活動レポー

トの作成、公表 

②地元行政区と情

報 交 換 は コ ロ ナ

の為中止 

○ ①環境活動レポートを作成し事務所内の

受付、協力会社に配布。 

② 上北島行政区(５月)及び野町行政区(２

月)役員との情報交換会はコロナによ

り中止。 

9. 環境リスクアセ

スメント実施 

①環境ＲＡ活動を

通じ、環境リスク

を低減させる。 

〇 ①排水ピットのＰＨ測定を開始。 

②ＪＲ側の騒音対策を実施。 

③ ＧＷＰの高いエアコン機器の更新 

※２０２２年度 CO2 総排出量１,８７５,７１８.3５kg-CO2 ２０２１年九電排出係数０.３９２ 

産業廃棄物の排出量５９９.３kg 水の使用量２１,６０５㎥ 

※太陽光発電による年間発電量 ５９,６６３kWh 
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（２）２０２３年度環境経営計画 

環境経営目標 環境経営計画 

１．二酸化炭素排出量の削減 

 

・再生押出機保温による電力原単位向上 

・サーモカメラによる蒸気ロスの早期発見と処置 

２．産業廃棄物排出量の削減 

 

・冷却機メンテ周期延長による廃棄樹脂の削減 

・廃棄樹脂の分別強化による廃棄樹脂の削減 

３．水使用量の削減 ・再生工程冷却水管理強化による水原単位向上 

・金型温調器冷却水管理強化による原単位向上 

４．化学物質の管理 ・化学物質の適正な管理 

５．グリーン購入 ・グリーン購入対象品の購入 

６．当社が生産する製品に関する環境

配慮 

・再生原料の使用比率予算達成 

７．環境関連法規の遵守 

 

・関連法規自主点検表に基づく定期点検 

・必要な環境関連測定を継続実施 

８．環境コミュニケーションの推進 ・外部コミュニケーションを継続実施 

・関係行政部署との情報交換を実施する 

９．環境リスクアセスメントの実施施 ・環境リスクアセスメント活動を通じ環境リスクを低減 

させる 

 

６．環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無 

主な法律 重要な遵守すべき内容 遵守評価 

労働安全衛生法 設備の設置・変更の・届出(ボイラー、第一種圧力容器） 違反なし 

高圧ガス保安法 設備の設置･変更の申請･届出（タンク、ポンプ、配管） 違反なし 

消防法 設備の設置･変更の申請･届出（危険物貯蔵所、取扱所） 違反なし 

フロン排出抑制法 業務用冷凍空調機器の適正な管理とフロン類の排出抑制 違反なし 

大気汚染防止法 ばい煙発生施設の届出、測定 違反なし 

水質汚濁防止法 油水分離槽の管理 違反なし 

ＰＲＴＲ法 名称、並びに排出量及び移動量の届出 違反なし 

騒音規制法 設備の設置・変更届出（コンプレッサー） 違反なし 

振動規制法 設備の設置・変更届出（コンプレッサー） 違反なし 

廃掃法 廃棄物の排出抑制、適正な分別、保管、再生、処分 違反なし 

工場立地法 変更届出 生産施設、緑地、環境施設の面積 違反なし 

当社に関わる環境関連法規の遵守状況を確認した結果、違反や訴訟は有りませんでした。 

  尚、関係当局より違反等の指摘は有りませんでした。 

  第三者からの訴訟等はありませんでした。 
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７．代表者による全体の取組状況の評価と見直し 

 項 目 見直し有無 評価コメント 

１ 環境経営方針 有 環境保護に対する基本的な考えは変わらないが、理

想と現実に乖離がないように方針を見直す。 

具体的には、水資源の使用量を削減するのではな

く、安全上必要なものは確保しつつ、無駄使用を排

除して「最小限に抑える」と表現を変えることとす

る。 また、生産過程に於いて、再生原料の積極的

な使用と工程で発生する製品ロスを減らすことで、

リサイクルに要するエネルギーを削減することと

する。 

２ 環境経営目標及び環境

経営計画 

有 2022 年度の状況を踏まえ、目標を以下のように見

直す。 尚、原単位目標は目標設定の考え方に誤り

があったため、前年原単位実績に対しての削減目標

とする。 

①引き続き電力および重油原単位の削減に取組み

CO2排出量削減に努める。 

②産業廃棄物排出量は継続した改善目標とする。 

③水資源の有効かつ安全な使用に拘り、無駄な使用

を最適化させる。 

④再生原料の使用を入荷量に合わせて最大限にす

ると共に、工程で発生する製品ロスを削減する。 

⑤環境リスク低減策を優先順位付けて計画的に推

進する。先ずは騒音課題を解決させる。 

３ 実施体制 無 体制は変更せず、引き続きエコアクション活動に取

組む。 

４ 環境経営システム 無 環境経営システムは有効に機能している。 

エコアクション 21 委員会での議論を深め、更なる

機能向上を目指す。 

５ 環境関連法規等の遵守

状況 

無 環境関連法規は遵守されており、期初の関係法対応

一覧表チェックで確認済み。 

今後も抜けが無いよう最新版管理を行う。 

６ 全体評価コメント 2022 年度の環境に関わる指標に対し全体的に目標達成レベルが低下し

たが、目標設定の考え方に誤りがあり、また様々な環境変化や事業実態

により過去からの継続的な削減目標は現実的にミスマッチとなってき

ている。 安全確保のために必要な水資源や社員の健康を配慮した空調

に必要エネルギーなど、安全・健康配慮を度返しした目標設定は合理的

ではないと考える。 一度基本に立ち返り、現状の実績をベンチマーク

として新たな目標設定が必要である。 

 

 

 


